
図 1 Na+の見かけの拡散係数の 

毛細管空隙率依存性 
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汚染コンクリートの解体およびそこから生じる廃棄物の合理的処理・処分の検討 

（1）硬化セメントペースト中の Na+イオンの拡散に及ぼす内部微細構造の影響 

Evaluation of decommissioning and waste management strategies for contaminated concrete structures 

(1)Effects of microstructure on the diffusion behavior of Na ions in hardened cement paste 
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汚染コンクリート構造物の解体および合理的処理・処分方法を検討する上で、そこでの放射性核種の移行

機構を明らかにする必要がある。本研究では、養生条件を変えて調製した空隙構造の異なる硬化セメント

試料を用い、非定常拡散法により Na+の拡散係数を取得し、拡散挙動に及ぼす空隙構造の影響を検討した。 

キーワード：放射性廃棄物処分、OPC、拡散、Na-22  

 

1. 緒言 原子炉廃止措置では大量の汚染コンクリートが発生し、またその処分ではセメント系材料が多 

用される。このため、処理・処分の合理的な手法を検討する上で、セメント系材料中の物質移行挙動の理

解が求められる。一般に、セメント中の物質移行は拡散が支配的であり、内部空隙の微細構造の影響を受

けるとされる。本研究では、非定常拡散法により、内部微細構造を変化させた硬化セメントペースト(HCP)

試料中の Na+の見かけの拡散係数（Da）を求め、拡散挙動への内部微細構造の影響を検討した。 

2.  実験 HCP 試料は、水セメント比が 0.36、0.45、0.55、0.60 となるように普通ポルトランドセメン

トと水を混練した後、円柱状に成型し、25℃及び 50℃で 91 日養生することで得た。この試料に 22Na を塗

布して拡散対とし、25℃で 2～5日拡散させた後、塗布面から一定厚さで削り出し、その切削粉の放射能か

ら濃度分布を求め、Daを得た。一方、養生後試料の一部を 60℃のオーブンで 7日間以上乾燥させ、さらに

それを粉砕し 1000℃の電気炉にて 3時間加熱することで前後の重量差より全空隙率、水和率を算出し、さ

らに水和率と水セメント比より毛細管空隙率（εcap）、ゲル空隙率を推定した[1]。 

3. 結果・考察 図１に、Na+の Da のεcap 依存性を示す。水セメント比や養生条件が異なる試料にもかか

わらず、HCP 試料中の Na+の Daはεcapが 25%以下ではεcapの増加の影響が認められなかったのに対し

て、εcapが 25%以上では著しい増加傾向を示した。この傾

向は、HCP 中の Cs+の拡散についての報告[2]と一致してい

る。毛細管空隙は、εcap が 20±5%を下回ると連続性を失

うとの報告がある[3]。このことから、Cs+の拡散と同様に、

低εcap領域では毛細管空隙が連続性を失いゲル空隙中の拡

散が支配的となる一方、高εcap領域では連続性を有する毛

細管空隙中の拡散が支配的になっていることが示唆される。 
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